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NO 掲示日 トピックのタイトル URL コード

1 令和8年7月14日
第１回「適正原価の設定に向けた有識者検討会」を開催します
～「適正原価」の設定に向けた議論をスタート～

https://www.mlit.go.jp/report/press/ji
dosha04_hh_000357.html

2 令和8年7月13日「自動運転トラック実装支援事業」の二次公募開始
https://www.mlit.go.jp/report/press/toka
tsu01_hh_001026.html

3 令和8年7月29日
「ラストマイル配送効率化促進事業」（補助事業）の二次公募開始
～ラストマイル配送の持続可能な提供に関する取組を支援します～

https://www.mlit.go.jp/report/press/toka
tsu01_hh_001032.html

4 令和8年8月7日

中小物流事業者の労働生産性向上事業費補助金（共同輸配送や帰
り荷確保等のための物流データ連携促進支援事業）の３次公募開始
について

https://www.mlit.go.jp/report/press/toka
tsu01_hh_001036.html

5 令和8年7月28日

事故防止対策支援推進事業に係る補助金の申請受付を開始
～バス、タクシー、トラック運送事業者等の交通事故防止のための先進的
な取組等を支援～

https://www.mlit.go.jp/report/press/c
ontent/002013883.pdf

6 令和8年7月31日
「日々の運転状況の把握」及び「法令遵守にかかる指導監督」の重要性
～大型トラックの衝突事故から得た教訓～

https://www.mlit.go.jp/report/press/cont
ent/002014106.pdf

7
令和8年4月13日
（受付開始）

働き方改革推進支援助成金（取引環境改善コース）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit
e/bunya/0000200273_torihikikannkyou.ht
ml

8 令和8年8月17日

輸送効率化を通じた更なる省エネ化に必要なシステムや車両に対する導
入補助の３次公募を開始します！
～令和８年度「トラック輸送省エネ化推進事業」～

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidos
ha04_hh_000358.html

最近のトピック一覧（オンライン説明会８月期）
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No.1 「適正原価の設定に向けた有識者検討会」について

【学識経験者】
・山内 弘隆  一橋大学名誉教授（座長）
・大島 弘明   流通経済大学流通情報学部教授
・首藤 若菜   立教大学経済学部教授
・西成 活裕   東京大学大学院工学系研究科教授
・二村 真理子 東京女子大学現代教養学部教授
・矢野 裕児   流通経済大学流通情報学部教授

構 成 員

【行政】
・岡野まさ子   国土交通省大臣官房総括審議官兼物流統括調整官
・木村 大   国土交通省大臣官房審議官（物流・自動車）
・高橋 一郎  農林水産省大臣官房新事業・食品産業部長
・浅井 俊隆  経済産業省大臣官房審議官（商務・サービス担当）

○第１回検討会を７月17日に開催。その後は月１回の頻度で関係者ヒアリング
や論点整理等を行い、年内を目途に提言とりまとめ。

○提言を踏まえ、物流政策推進会議、運輸審議会を経て、「適正原価」を告示

○令和７年６月に成立・公布した貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和７年法律第60号）及び貨物自動車運
送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律（令和７年法律第61号）により、トラック運送事業者が自ら貨物を
運ぶときや、他のトラック運送事業者等に運送を委託するときは、国土交通大臣が定める「適正原価」を継続して下回らないようにする
こととされ、本規定については、同法の公布から３年以内に施行することとされているところ。

○ これを受け、国土交通省、経済産業省、農林水産省等の行政機関、学識経験者、関係団体等を構成員とする「適正原価の設定
に向けた有識者検討会」を立ち上げ、「適正原価」の適切な設定に向けた論点整理と方向性について、議論を行う。

概 要

今後の進め方（想定）

【関係団体】
・（公社）全国通運連盟
・（一社）日本経済団体連合会
・日本商工会議所
・全国中小企業団体中央会
・全国商工会連合会
・全国農業協同組合中央会

委員

オブザーバー

【行政】
・田邊 貴紀 公正取引委員会事務総局経済取引局調整課長
・川口 俊徳 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長
・小高 篤志 中小企業庁事業環境部取引課長

・「適正原価」に関する基本的な考え方
（適正原価の目的、定義・位置付けや制度設計 等）

・「適正原価」の構成要素及び算出の枠組み

※「適正原価」の具体的な金額については議論しないことを想定

提言のイメージ

専門委員

・（公社）全日本トラック協会
・全日本運輸産業労働組合連合会
・全国交通運輸労働組合総連合

令和８年７月時点
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No.1 「適正原価」に関する規定の全体像

荷主

○ トラック運送事業者は、自ら貨物を運ぶときや、他の事業者に運送を委託するときは、国土交通大臣が定める「適正原

価」を下回らないことを確保しなければならない。

○ 一般貨物自動車運送事業者であるA社に着目した場合における法的義務や違反時の法的措置等は以下のとおり。

A社
（トラック事業者：元請）

更新の不許可（法第６条の２）

自らが引き受ける貨物の運送に係る運賃
及び料金が（継続して）適正原価を下回
ることとならないようにしなければなら
ない
（法第９条の３第１項）

他の貨物自動車運送事業者の行う運送を利用
するときは、その利用する運送に係る運賃及
び料金が（継続して）適正原価を下回ること
とならないようにしなければならない
（法第９条の３第２項）

運賃及び料金について、適正
原価を下回る水準で継続的に
収受した場合

運賃及び料金について、適
正原価を下回る水準で継続
的に収受せざるを得ない状
況を生じさせた場合

運賃及び料金について、適正
原価を下回る水準で継続的に
支払った場合

適正化機関による巡回指導（法第３９条）

トラック・物流Ｇメンによる
是正指導（働きかけ、要請、勧告・公表）

（法附則第１条の２）

法違反違反原因行為

監査による行政処分（法第３３条）

B社
（トラック事業者：

一次請け）

法
的
義
務

違
反
事
由

法
的
措
置

受託 委託

対 荷主等

対  トラック事業者
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スライドタイトルNo.2
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No.3 ラストマイル配送効率化促進事業

○ 荷主・物流事業者・地方自治体等の多様な主体が連携しながら、物流負荷の軽減に向けた受取拠点の整備、貨客混載・共同
配送の推進、ドローン等の活用などを図る先進的な取組を支援する。

○ 物流の小口・多頻度化や人口減少・少子高齢化の進行を踏まえ、地域の宅配便ドライバーの負担の軽減を図り、
配送サービスの水準を維持するとともに、ラストマイル配送の持続可能な提供を確保。

事 業 目 的

事 業 概 要

○補助対象：ラストマイル配送の持続可能な提供の確保に取り組む地方自治体、荷主、物流事業者が参画した協議会等

○補助率等：補助率1/2以内（１件当たり最大2,000万円程度）

補 助 対 象 ・ 補 助 率 等

②過疎地域等での貨客混載・共同配送 ③ドローン等の新たな輸送手段の活用

⚫地域住民がネットスーパー等の商品
を近隣の公民館、飲食店、コンビニ、
宿泊施設、郵便局等で受け渡すこ
とができる拠点の整備等を支援

①物流を支える地域の受取拠点の整備

受取拠点

地域住民宅配事業者

公民館 コンビニ

飲食店 宿泊施設 等

⚫地域の輸送資源を最大限活用する
ための貨客混載、共同配送等に取り
組む際の資機材の導入や集配拠点
の整備等を支援

物流センターなど

共同配送

貨客混載 地域の各集配先

⚫共同配送の核となる拠点から相当
程度離れたエリアで、トラック輸送を
補完する配送手段としてドローン等
を活用する際の配送拠点の整備等
を支援

地域の宅配便ドライバーの負担の軽減を図り、配送サービスの水準の維持とラストマイル配送の持続可能な提供の確保を実現
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No.4
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No.5
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No.6
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働き方改革推進支援助成金 取引環境改善コース    

荷受け時間を事前に予約できるトラック予約システ
ムを導入。荷主集団等の構成員である運送事業者
を含めて活用した結果、荷待ち時間が減った。

今まで人力で行っていた荷役作業に活用できるハ
ンドリフトを導入。荷役作業の効率化につながった。

申請事例（想定）

発着荷主及び倉庫事業者等が取引相手となる運送事業者を含めた集団を構成し、トラック予約システムやハンドリフトの導入等によって、運送事業者の荷待ち・荷役時間の短
縮に向けた取組を行って一定の成果を上げた場合、その取組に要した費用を助成する。

申請スキーム

都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）

発着荷主・倉庫事業者 運送事業者

荷主集団等

３社以上で構成されている

「発着荷主・倉庫事業者」と「運送事業者」が、

それぞれ１社以上構成員に含まれている

○ 荷主＋倉庫＋運送、倉庫＋運送＋運送
× 運送＋運送＋運送、荷主＋倉庫＋倉庫

運送事業者の1/2超は中小企業事業主 など

申請の流れ

が事業実施計画を作成

＋

〔申請期限〕 令和８年11月30日(月)PM5:00必着

改善事業 成果目標

荷主集団等
交
付
申
請

を実施 → を達成

〔実施期限〕 令和９年２月14日(日)

改善事業 成果目標
事
業
実
施

の範囲内で助成金を支給

〔申請期限〕 事業実施予定期間終了から30日後
または

令和９年２月26日(金)のいずれか早い日 必着

助成対象経費
支
給
申
請

〔助成額〕

① 対象経費の合計額 または ② 上限額：100万円
のうち、いずれか低い方の金額

No.7
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No.8
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No.8
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